
うるま市告示第８８号 

 

 うるま市介護保険施設等指導要綱を次のように定める。 

 

  平成２７年６月１日 

 

うるま市長 島袋 俊夫  

うるま市介護保険施設等指導要綱 

 

 うるま市介護保険施設等指導要綱（平成２２年うるま市告示第９０号）の全部を改正する。 

 

（目的） 

第１条 この告示は、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるよう、介護保険法（平 

成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第２３条の規定により、指定居宅サービス 

事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護老人福祉施 

設、介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設、指定介護予防サービス事業者、指定地 

域密着型介護予防サービス事業者及び指定介護予防支援事業者（以下「サービス事業者等」 

という。）に対して行う介護給付及び予防給付（以下「介護給付等」という。）に係る居 

宅サービス等（以下「介護給付等対象サービス」という。）の内容並びに介護給付等に係 

る費用（以下「介護報酬」という。）の請求に関する指導（以下「指導」という。）につ 

いて、基本的事項を定めることにより、利用者の自立支援及び尊厳の保持を念頭に、介護 

保険施設及び事業者の支援を基本とし、介護給付等対象サービスの質の確保及び保険給付 

の適正化を図ることを目的とする。 

（指導方針） 

第２条 指導は、サービス事業者等に対し、法令等に定める介護給付等対象サービスの取扱 

い、介護報酬の請求等に関する基準等について、周知徹底及びその遵守を図ることを方針 

とする。 

 （指導の形態等） 

第３条 指導の形態は、集団指導及び実地指導とする。 

２ 集団指導は、指定の権限がある市長がサービス事業者等に対し、指導の内容に応じ、一 

定の場所に集めて講習等の方法により行う。なお、集団指導を実施した場合は、沖縄県に

対し、当日使用した資料を送付する等情報提供を行う。 

３ 実地指導は、次の各号のいずれかの形態により、指導の対象となるサービス事業者等の 

事業所において実地に行う。 

（１） 市が単独で行うもの（以下「一般指導」という。） 

（２） 市及び厚生労働省又は沖縄県が合同で行うもの（以下「合同指導」という。） 

（指導対象の選定） 

第４条 指導は、全てのサービス事業者等を対象とし、重点的かつ効率的な指導を行う観点 



から、指導形態に応じて、次に定める基準に基づいて選定を行い、別に定める指導実施等 

計画に基づいて実施する。 

（１）  集団指導 介護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬請求の内容、制度改正

内容、過去の指導事例等に基づく指導内容に応じて選定する。 

（２）  実地指導 一般指導にあっては毎年度、国の示す指導重点事項に基づき、サー

ビス事業者等を選定するほか、特に一般指導が必要と認められるサービス事業者

等を対象として選定し、合同指導にあっては一般指導の対象としたサービス事業

者等の中から選定する。 

２ 集団指導及び実地指導は、国、沖縄県及び関係市町村と連携を図り、かつ必要な情報交 

換を行うことによって実施する。 

 （集団指導の方法等） 

第５条 集団指導の対象となるサービス事業者等を決定したときは、あらかじめ集団指導の 

日時、場所、出席者、指導内容等を記載した、集団指導実施通知書（様式第１号）により 

当該サービス事業者等に通知する。 

２ 集団指導は、介護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬の請求の内容、制度の改正の内 

容、過去の指導事例等について、講習等の方式により行うものとする。 

３ 集団指導に欠席したサービス事業者等には、当日使用した資料を送付する等、必要な情 

 報提供に努めるものとする。 

（実地指導の方法等） 

第６条 実地指導の対象となるサービス事業者等を決定したときは、あらかじめ実地指導の 

根拠規定、目的、日時、場所、指導担当者、出席者、準備すべき書類等を記載した、実地 

指導実施通知書（様式第２号）を当該サービス事業者等に通知する。 

２ 実地指導は、厚生労働大臣が定める介護保険施設等実地指導マニュアルにより、関係者 

から関係書類等を求める面談の方法により行うものとする。この場合において、実地指導 

は、２名以上の班を編成し、原則として班長は係長職以上の職にある者をもって充てる。 

３ 実地指導の結果については、改善を要する事項が認められない場合は、実地指導結果通 

 知書（様式第３号）により、改善を要すると認められた場合及び介護報酬について過誤に 

 よる調整を要すると認められた場合は、実地指導結果通知書（様式第４号）により、その 

旨通知するものとする。 

４ 実地指導結果通知書（様式第４号）を受けたサービス事業者等は、実地指導是正改善状 

況報告書（様式第５号）により市長に報告しなければならない。 

 （監査への変更） 

第７条 実地指導中において、次の各号のいずれかに該当する場合は、実地指導を中止し、 

直ちにうるま市介護保険施設等監査要綱（平成２７年うるま市告示第８９号）の定めると 

ころにより監査を行うことができる。 

（１） 著しい運営基準違反が確認され、かつ利用者及び入居者等の生命又は身体の安全 

に危害を及ぼすおそれがあると判断した場合 

（２） 報酬請求に誤りが確認され、その内容が著しく不正な請求と認められる場合 



 （補則） 

第８条 この告示に定めるもののほか、サービス事業者等への指導に関し、必要な事項は、 

市長が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、平成２７年６月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第５条関係） 

 

第     号  

 年  月  日  

 

（法人名） 

（代表者職・氏名）  様 

 

うるま市長         ㊞ 

 

集団指導実施通知書 

 

標記の件について、下記のとおり実施しますので通知します。 

 

記 

 

 １ 指導の根拠規定及び目的 

 ２ 対象事業所 

 ３ 指導の日時及び場所 

 ４ 出席者 

 ５ 指導内容等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第６条関係） 

 

第     号 

 年  月  日 

 

（法人名） 

（代表者職・氏名）  様 

 

うるま市長         ㊞ 

 

実地指導実施通知書 

 

標記の件について、下記のとおり実施しますので通知します。 

 

記 

 

 １ 指導の根拠規定及び目的 

（１） 根拠規定 

（２） 目的 

 ２ 対象事業所 

 ３ 指導の日時及び場所 

 ４ 指導担当者 

 ５ 出席者 

 ６ 提出書類等 

（１） 事前資料 別紙「自己点検シート」を事前に作成のうえ、   年 月 日 

までに介護長寿課あてに   部提出してください。 

（２） 指導当日準備されたい書類等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第６条関係） 

 

第     号 

 年  月  日 

 

（法人名） 

（代表者職・氏名）  様 

 

うるま市長         ㊞ 

 

実地指導結果通知書 

 

標記の件について、介護保険法第  条の規定に基づき実地指導を実施したところ、是正又は

改善を要する事項は認められませんでしたので、通知します。 

 

記 

 

 １ 指導の対象となった事業所 

  

２ 指導の日時及び場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（第６条関係） 

 

第     号 

 年  月  日 

 

（法人名） 

（代表者職・氏名）  様 

 

うるま市長         ㊞ 

 

実地指導結果通知書 

 

標記の件について、介護保険法第  条の規定に基づき実地指導を実施したところ、別紙のと

おり是正又は改善を要する事項が認められたので、通知します。 

 つきましては、速やかに所要の改善措置等を講ずるとともに、その結果について確認できる書

類を添付のうえ、改善状況報告書により下記の期限までに報告してください。 

 

記 

 

 １ 指導の対象となった事業所 

 

２ 指導の日時及び場所 

 

３ 指導内容 

 

 ４ 報告期限 

        年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第６条関係） 

 

実地指導是正改善状況報告書 

 

報 告 年 月 日   年  月  日 

指導実施年月日   年  月  日 

結果通知年月日   年  月  日 

 

うるま市長 殿 

 

法 人 名   

代 表 者 名   ㊞ 

事務所所在地   

事 業 所 名   

サービス種別   

事業所所在地   

 

  年  月  日付け   第   号により指導のあった事項について、別紙１の実

地指導是正改善指示事項のとおり報告します。 

 

 

 

 

添付書類   別紙１ 実地指導是正改善指示事項 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

 

実地指導是正改善指示事項 

 

サービス種別 ：  

期 日 ：  

事 業 所 名 ：  

 

部門別 不適合事項 根拠法令等 不適合理由等 
是正改善状況 

時期 方法 

      

      

 
記入要領 1 「部門別」、「不適合事項」、「根拠法令等」、「不適合理由等」欄には、文書により指導さ 

れた内容、事項等（全文）を記入すること。 
2 「是正改善状況」欄の記入に際しては、必要に応じて改善状況を証明する書類等を添付 
すること。 

    3 改善できない理由がある場合には、その理由を具体的に記載すること。 


